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平成２８年（行ウ）第４９号，同第１３４号

高浜原子力発電所１号機及び２号機運転期間延長認可処分等取消請求事件

原 告 河 田 昌 東 ほか１０１名

被 告 国

準 備 書 面（２８）

２０１８（平成３０）年６月２５日

名古屋地方裁判所 民事９部Ａ２係 御中

原告ら訴訟代理人弁護士 北 村 栄 ほか

本書面では，２０１８年（平成３０年）３月から２０１８年（平成３０年）年

６月まで、主に新聞記事にされた本件訴訟及び本件原発に関係する出来事につい

て、その要点をまとめて述べる。

第１ 本書面の意味

１ 原告らは、今後各争点について法的、理論的な主張を随時する予定であるが、

世の中は日々刻々と動き、原発問題に関わる出来事、本件訴訟・本件原発に密

接に関係すること、またその根底的なところに影響を及ぼす出来事が日々起き

ている。

そこで、本書面において、本弁論期日までの関連した出来事を、主に新聞記

事から追う形を取ることによって明らかにしていく。

２ 記述の仕方については、次のように統一して記載した。

＊ 新聞記載日 新聞社名 書証番号
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なお、記載の順番は日付の順にした。

⑴ 新聞記事の見出し（大きい順に）

⑵ 記事の要約、一部の抜粋

⑶ その記事に対する原告らの主張、考え

３ 原告らの工夫、配慮

地元愛知県の人々の６割が読んでいると言われる中日新聞を中心に、原発関

連記事を毎日継続的に追い続けてきており、それら記事は非常に多岐に上り、

情報としては膨大なものとなる。

その中で、本件に関連するものあるいは参考になるものを取捨選択をし、裁

判所に是非参考にして頂きたいもの、また我々の主張の根拠ともなるものに絞

ることにした。

また、新聞の記載の仕方、活字の大きさ等により、新聞が伝えようとする意

図やその出来事のインパクトを大事にするため、出来るだけ原寸大で写し（書

証）を作成することにした。折り曲げが多くあるので、読むときにやや面倒で

はあるが、その意図を理解して頂きたい。

４ これらの記事から以下のことが明確に伝わってくる。

⑴ ４０年超の原発の稼働について

四国電力が伊方原発２号機を廃炉にする方針を固めたこと。４０年超の原

発は整備のために多大な費用がかかること、一方で電力の需要は減少してい

ることから、動かしても採算が取れないこと（甲Ｇ２９６）。

⑵ 原発周辺住民及び国民の意識の変化

① 全国面接世論調査で、国民の７５％が原発を将来ゼロまたはすぐにゼロ

にして欲しいと考えていること、また８３％の人が深刻な事故の懸念は残

ると考えていること、さらに新規制基準に合格した原発でも、「新基準で
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安全性が向上し、深刻な事故も起きない」と考える人はわずか５％にとど

まっていること、計画通りに避難が難しいと５５％の人が考えていること。

また、原発稼働を進める現政権の自民党の支持の人でも、その６３％が

原発を将来ゼロにして欲しいと考えていること（甲Ｇ２７１）。

② 日本原電は、東海第二原発の半径３０キロ圏内の５市から事前同意を得

るとする新たな安全協定を締結したこと。原発事故の被害は立地自治体だ

けでなく広範な範囲に広がることからすれば、周辺の自治体の同意権は当

然であること、またそれだけ周辺自治体は原発に対して不安を持っている

こと（甲Ｇ２９８）。

③ 大飯原発再稼働に、小浜市の５キロ圏の住民では、賛成より反対が大き

く上回っていること、また、廃炉を望んでいるものは８７．７％にも上る

こと（甲Ｇ３２０）。

④ 中日新聞のアンケート調査において、静岡県と同県内３５市町で、浜岡

原発再稼働に賛成としたところはなかったこと、周辺自治体の同意も必要

だと考えていること（甲Ｇ３３１）。

⑤ 全国の原発３０キロ圏の自治体アンケートで，再稼働を巡る事前同意の

対象を立地自治体に限定したこれまでの方式に、周辺自治体の多くが強い

不満を持っている実態が浮かび上がったこと（甲Ｇ３３７）。

⑶ 避難計画の不十分さについて

① 大飯原発について、避難訓練の日程が決まらないのに再稼働がなされる

こと（甲Ｇ２８３）。

② 大飯原発において、すぐ東の対岸にある同県小浜市の内外海半島は，一

部が大飯原発の５キロ圏内にかかり既に営業運転中の高浜原発（同県高浜

町）からも３０キロ圏内に入るが，道路綱が脆弱で事故時に円滑に避難で

きるかに課題が残るにもかかわらず再稼働されようとしていること（甲Ｇ

３２２）。
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③ 福井県は原発密集地域であり、２つの原発が同時に事故を起こす可能性

もあるのであるからそれを想定して避難計画を立てねばならないが、その

対応すら定まっていないという大きな不備があること（甲Ｇ３２７）。

④ 玄海原発３号機において、原発周辺には有人離島が多くあり、事故時に

円滑に避難できるか課題が残るにもかかわらず再稼働されようとしている

こと（甲Ｇ２９１）。

⑷ 原発施設のトラブル、原発の運転停止等

① 玄海原発３号機の配管から蒸気漏れがあり、発送電を停止したこと（甲

Ｇ３０１）。

その蒸気漏れの原因が、配管の保温材が雨水で湿って配管が腐食し，穴

が空いたことが原因とみられること（甲Ｇ３０４）、またそれは九電が支

障なく使える「寿命」が約４７年間とあやまった判断していたことに原因

があること（甲Ｇ３０５、甲Ｇ３０６）。

② 全国の原発で、運転の司令塔である中央制御室の空調換気ダクトを調査

した結果、７原発１２基で腐食や穴が見つかったこと（甲Ｇ３３４）。

③ 高浜原発３号機の予備変圧器に異常を示す警報が鳴り使えなくなったこ

と（甲Ｇ３３８）。

⑸ 原発の問題性

① 原発を持つ電力会社１０社のうち、原発が稼働していない７社が「原子

力発電費」として、原発の維持・管理に２０１２～１６年度の５年間で５

兆円超を支出していたこと、この費用は主に電気料金で賄われていること

（甲Ｇ２７６）。

② ３基とも震災以降一度も動いていない女川原発に、毎日二千人の人が働

いていること（甲Ｇ２７７）。

③ 電力小売の自由化によって値下げ競争が激化するなか，安全対策費がか

さむ原発の「経済合理性」が揺らいでいること（甲Ｇ３０２）。
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④ 電力会社は、原発が稼働していないのに、送電線の空きがないとして再

生可能エネルギーの普及を拒むなど、原発事故を起こしながらもなお原発

に依存をしようとしていること（甲Ｇ３０８）。

⑤ 日本原電において、再稼働に躍起になるあまり違法残業が発生し、労働

問題にまで及んでいること（甲Ｇ３１１）。

⑥ 東電社員に２年間で１３１２人残業を過少申告をしており、過少申告は

計１０万６２６７時間に上り、労災認定の目安とされる月１００時間の「過

労死ライン」を上回った社員も複数いたこと（甲Ｇ３１４）。

⑦ チェルノブイリ事故から３２年も経っているのに、さらに核燃料除去ま

でに５００年以上かかることがわかったこと（甲Ｇ３１５）。

⑹ 福島第一原発事故とその被害について

① 福島第一原発１～３号機で、７年経ってやっと散乱したデブリの様子が

見えてきたが、まだ事故の全容解明にはほど遠いこと（甲Ｇ２７４、甲Ｇ

３１６）。

② 全村避難となった飯舘村で写真を撮り、事故当時の記憶がない子どもた

ちにも原発事故を理解しやすいようにと写真絵本が作られたこと（甲Ｇ２

７５）。

③ 福島原発事故から７年たった今でも、７万３０００人以上が避難生活を

送っていること（甲Ｇ２８１）。

④ 更田豊志規制委員会委員長が、福島原発事故について、「事故から７年

ではなく、まだ事故が続いている」「山頂が見える状況ではなく、しかも

どのくらいの勾配が待ち受けているのかもわかっていない」と述べている

こと（甲Ｇ２８４）。

⑤ 福島第一原発３号機では、爆発から２５３７日目の２月２１日，ようや

く核燃料を運び出す準備が整ったこと（甲Ｇ２８７）。

⑥ 福島原発事故の対策費用が膨大な額になるため、その貸付で負担する利
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息だけでも２１８２億円に上ること（甲Ｇ２９４）。

⑦ 福島第一原発の廃炉や汚染水対策で、２０１８年度から２０年度までの

３年間の費用が、毎年２２００億円前後に上る見通しであること（甲Ｇ２

９９）。

⑺ 福島原発事故の風化

① あれだけの被害を引き起こし、また回復の先が見えない原発事故を経験

したにもかかわらず、それが忘れ去られようとしていること（甲Ｇ２９０）。

② 経産省が２０５０年に向けた長期的なエネルギー基本計画で、原発は「依

存度を可能な限り低減する」としながら将来にわたって活用する余地も残

したこと、我が国の行政は原発事故を起こしながらもなお原発に依存をし

ようとしていること（甲Ｇ３００、甲Ｇ３０９、甲Ｇ３３２、甲Ｇ３３３）。

③ 「エネルギー基本計画」の見直しについて、反対意見が審議会で殆ど議

論をされず、国民の意見が反映されていないこと（甲Ｇ３３１）。

⑻ 放射性廃棄物について

関西電力の原発から出た使用済み核燃料を、一時保管する中間貯蔵施設の

候補地選びが難航していること（甲Ｇ２８９）。

⑼ 事故隠しや原発推進のため手段を選ばないやり方について

① 過去、安全神話を植え付けるため事故隠しやデータ改ざんが過去に行わ

れただけでなく、３．１１後も推進側はやらせメールや謝礼を払っての動

員など安全神話を作ろうとする体質は変わっていないこと（甲Ｇ２９５）。

② エネルギー問題に関する講演の際，北海道大学大学院の助教が原発の短

所を指摘しようとした部分について，経済産業省北海道経済産業局の幹部

が事前に講演資料を入手し，助教に変更を求めていたこと（甲Ｇ３０７、

甲Ｇ３１０）。

③ もんじゅに対して、過去半世紀で検査院が研究開発経費に意見を表明し

たのは約７年前の１回だけであったこと（甲Ｇ３２５、甲Ｇ３２６）。
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⑽ 我が国及び世界が自然エネルギーへの移行、脱原発の方向にあること、及

び原発に将来性がないこと

① 国民の多数の声に押されて野党４党が共同で「原発ゼロ基本法案」を衆

院に提出したこと（甲Ｇ２７９）。

② 再生可能エネルギーの急速な普及により、主力電力化が世界的な潮流に

なってきており、コストも高い原発は主力電源とはなり得ないと考えられ

ていること（甲Ｇ２８０）。

③ ドイツの首都ベルリンで３月１０日、市民や現地在住の日本人が福島第

一原発事故から７年となるのを前に、再生可能エネルギーを象徴する紙製

の風車を掲げてデモ行進し原発の即時停止を求めたこと（甲Ｇ２８２）。

④ 安全対策の費用がかさみ、三菱重工業や伊藤忠商事などがトルコで進め

る原発計画の行き先が見通せなくなってきたこと（甲Ｇ２８５）、また、

伊藤忠が離脱したこと（甲Ｇ３１３、甲Ｇ３２１）。

⑤ サウジアラビア政府は、サウジ国内に２０３０年までに発電機能が最大

計２億キロワットの世界最大級の太陽光発電の施設を造ることで合意した

と発表したこと（甲Ｇ２９７）。

⑥ 米ウェスチングハウスＣＥＯが破綻の要因について、「原発ルネサンス」

と呼ばれた２０００年代の原発建設ブームが「現実的ではなかった」と述

べたこと（甲Ｇ３１２）。

⑦ 安倍政権の後押しする英国への原発輸出をめぐって、日英が費用負担を

押しつけ合う構図が浮かび上がってきたこと（甲Ｇ３１８）。

⑧ 日本でも青森県など４県沖という広い範囲で洋上風力が計画されてお

り、最大１５億キロワットの発電が可能と試算されていること、今後ます

ます原発の必要性はなくなってくること（甲Ｇ３１９）。

⑨ カリフォルニア州では、新築一戸建て住宅に太陽光パネル設置を義務付

けられたこと（甲Ｇ３２３）。
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⑩ 日本が国際協力を進めようとしている高速炉「アストリッド（ＡＳＴＲ

ＩＤ）」計画について、開発主体のフランス政府が建設コスト増を理由に

規模縮小を検討していること（甲Ｇ３３５）。

⑪ 電力需要の落ち込みや建設費用の増大で、東芝が米テキサス州での原発

の新設計画をとりやめると発表したこと（甲Ｇ３３６）。

⑾ 原発への反省

① 原発を推進してきた日本原子力発電元理事北村俊郎氏が、想定の甘さを

反省し、原子力関係者が開発計画や経済性にこだわり、より一層安全にし

ようという意欲が明らかに不足していたことを認めたこと（甲Ｇ２７３）。

② 在任当時原発を推進していた元首相小泉純一郎氏が、専門家に安全だと

騙されていたこと、原発は安全第一でなく経営第一であることがわかった

ため原発ゼロを言い続けていること（甲Ｇ３１７、甲Ｇ３２９）。

③ 政府事故調査委員長畑村洋太郎氏が、国民自身が７年前の福島原発事故

を忘れてしまっていることが最も問題であること、今の原発安全対策も十

分でないこと、考え方を大きく改める必要があるとを述べていること（甲

Ｇ３１７）。

④ 原子力の専門家の湯川秀樹氏が、原子力は人類が制御できないものであ

るとはっきりと述べていること（甲Ｇ３２４）。

⑿ 損害賠償を求める裁判

① 京都地裁が国と東電の責任を認め、１１０人に対する約１億１千万円の

支払いを命じたこと。全国で約３０ある同種の集団訴訟では５件目の判決

で、国の責任を認めたのは３件目、避難指示に基づく避難でなくとも、個

人ごとの当時の状況によっては自主的に避難を決断するのも社会通念上、

合理性があると判断したこと（甲Ｇ２８６）。

② 東京地裁の水野有子裁判長が、国と東電の責任を認定し、自主避難者に

ついても「避難は合理的な判断」として、４２人に計約５９００万円を支
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払うよう命じたこと（甲Ｇ２８８）。

③ 福島地裁いわき支部の島村典男裁判長は、避難指示区域に住んでいた住

民らについて、「故郷での平穏な生活を害され，過酷な避難生活を強いら

れた」として，「ふるさと喪失」慰謝料を認め、２１３人に総額６億１千

万円を支払うよう東電に命じたこと（甲Ｇ２９２）。

以上の記事の内容からすれば、まさにどこからも圧力受けることなく、法と

良心にのみに従う裁判所こそ、今期待されているのである。

裁判所には、この記事に書かれている事実と、時代の流れと、福島原発事故

の被害を直視し、人権の最後の砦であるとの裁判所本来の役割を果たして頂く

よう、強く求めるものである。

本件について言えば、原発にはこのような問題があるのであるから、本件原

発における被告の審査は厳重の上にも厳重に行われなければならなかったので

あり、本件訴訟における裁判所の審査も厳格に行われなければならない。

５ 最後に、世の中に起きている原発の話題や問題点がそのまま報道されるわけ

ではないことにも注意頂きたい。

すなわち、新聞社も経済的基盤は重要であるから、電力会社やその関連会社

との関係で十分な報道が期待出来ない面もあったり、マスコミ自身が自ら自主

規制するような状況がある。

特に、３．１１後から７年が経ち、近時、人々の意識も風化しつつあり、読

んでくれないから全国ニュースにのぼらない、また全国的に報道されないから

また風化が進むという悪循環がある。

そういう中で、様々な圧力にも負けずに、各新聞は報道をし続けているので

あり、その様々な条件を乗り越えて記事となったのが、今回紹介し、書証とし

て提出する記事であることを念頭に置いて頂きたい。
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第２ 各記事について

１ 平成３０年３月３日 福井新聞（甲Ｇ２７０）

⑴ 敦賀原発で希塩酸漏れ

原電、周辺への影響なし

⑵ 日本原電は２日、敦賀原発２号機の敷地内で希塩酸約６立方メートルの漏

えいが２月１５日にあったと発表した。漏れは防液堤の中にとどまり、周辺

環境への影響はなかったとしている。

原電によると、協力会社の作業員が午後３時ごろ、屋外にある希塩酸タン

ク周辺に水がたまっているのを発見した。当日は午後から協力会社がタンク

の液位計を点検しており、塩酸側の供給弁は閉じていたものの、塩酸を薄め

る水の供給弁を閉じ忘れたという。

⑶ 原発作業員の作業ミスがなくならないこと、人間のミスが起きることを前

提に原発の稼働の是非を考える必要があること。

２ 平成３０年３月４日 東京新聞（甲Ｇ２７１）

⑴ 原発「将来ゼロ」６４％「すぐゼロ」１１％

⑵ 本社加盟の日本世論調査会が二月二十四、二十五日に実施した東日本大震

災と東京電力福島第一原発事故に関する全国面接世論調査で、原発の安全性

は向上したと思うが、深刻な事故の懸念は残ると答えた人が過半数の５６％

に上ることが分かった。安全性は向上しておらず事故の懸念も残るとの回答

は２７％で、大多数が原発事故への不安を抱いていた。

政府は、新規制基準に基づく審査に合格した原発の再稼働を進めている。

しかし、「新基準で安全性が向上し、深刻な事故も起きない」は５％にとど

まった。事故時に計画通りに住民が避難できるかは「あまりできるとは思わ

ない」が４３％、「できるとは思わない」が２２％と否定的な見方が強い。

⑶ 国民の７５％が原発を将来ゼロまたはすぐにゼロにして欲しいと考えてい
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ること、また８３％の人が深刻な事故の懸念は残ると考えていること。さら

に新規制基準に合格した原発でも、「新基準で安全性が向上し、深刻な事故

も起きない」と考える人はわずか５％にとどまっていること、計画通りに避

難が難しいと５５％の人が考えていること。

３ 平成３０年３月４日 東京新聞（甲Ｇ２７２）

⑴ 東日本大震災７年 世論調査

原発「将来的にゼロ」自民支持の６３％

復興「進んでいない」５０代以上５割超

⑵ 世論調査では６４％が原発は「将来的にゼロ」と回答した。この傾向は、

与党の支持層でも変わらなかった。政府にとって、原発の新増設を打ち出せ

る状況にはほど遠い。

⑶ 原発稼働を進める現政権の自民党の支持の人でも、その６３％が原発を将

来ゼロにして欲しいと考えていること。

４ 平成３０年３月７日 朝日新聞（甲Ｇ２７３）

⑴ 原発賠償の不条理

十人十色の暮らし 加害者が線引き 無数の分断生んだ

日本原子力発電元理事 北村俊郎さん

⑵ 約８万人が強制避難を余儀なくされた東京電力福島第一原発事故から７

年。東電から被害者に払われていた月々の慰謝料は、今月分までで終わる。

前例のない事故とその償いは、福島に何をもたらしたのか。原子力業界は変

わったのか。４０年以上にわたって業界に身を置き、原発事故で一転して被

害者となった北村俊郎さんに聞いた。

推進してきた人間として、今回の事故に対し、本当に無念さと、深い反省

が入り交じった複雑な思いでここまできました。事故を生んだのは、想定の
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甘さです。われわれ原子力関係者は、開発計画や経済性にこだわり、より一

層安全にしようという意欲が明らかに不足していました。原子炉の格納容器

まで損傷し、安全性の根拠は次々と崩れました。国も電力会社も、住民避難

という事態が起きうることから目をそらしていたのです」

⑶ 原発を推進してきた中心人物が、想定の甘さを反省し、原子力関係者が開

発計画や経済性にこだわり、より一層安全にしようという意欲が明らかに不

足していたことを認めたこと。この反省を今こそ強く生かせねばならないこ

と。

５ 平成３０年３月７日 朝日新聞（甲Ｇ２７４）

⑴ 燃料デブリ 調べるほど多難

東京電力福島第一原発事故から７年。

散乱したデブリの様子がようやく見えてきたが、事故の全容解明は遠い。

撮影は一部 取り出し見通せず

⑵ 炉心溶融（メルトダウン）した福島第一原発１～３号機では昨年から今年

にかけ、原子炉格納容器の内部調査が本格化した。溶け落ちた核燃料（デブ

リ）の取り出しや事故の解明には、デブリの状態や放射線量などの情報が欠

かせない。だが、調査できた範囲はわずかで、デブリの姿も一部が垣間見え

ただけだ。

東電の解析によると、１～３号機のうち、最も溶融が激しいとみられるの

は１号機だ。核燃料のほとんどが原子炉圧力容器の底を突き抜けて落ちた可

能性が高いとされる。ロボットによる調査は、昨年３月にあった。作業用の

足場からカメラを格納容器にたまった水中に垂らした。だが、砂のような堆

積物が多く、その下にあるかも知れないデブリを撮影することはできなかっ

た。

⑶ 福島原発事故はまだ調査の段階であり、７年経ってやっと事態が確認出来
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たところもあれば出来ていないところもあること。原発事故の原因究明と収

束にかかる時間は、文字通り計り知れないこと。

６ 平成３０年３月７日 中日新聞（甲Ｇ２７５）

⑴ 飯舘の苦悩 伝えたい

原発事故知らない子どもへ

⑵ 東京電力福島第一原発事故の影響で全村避難となった福島県飯舘村で、震

災直後から取材を続ける報道写真家豊田直巳さん（六一）＝東京都東村山市

＝が絵の代わりに写真を使った三冊の「写真絵本」を出版した。事故当時の

記憶がない子どもたちにも理解しやすいようにと、被災者の心情を絵本のよ

うに短く分かりやすい言葉でつづった。豊田さんは、「放射能の影響がなく

なる、ずっと先の時代の子どもたちにまで伝えたい」と話す。

⑶ 原発事故が一旦起きると、故郷の全てが失われてしまうこと、その苦悩は

ずっと続き、ずっと先の時代の子どもたちにまで影響を与えること。

７ 平成３０年３月８日 朝日新聞（甲Ｇ２７６）

⑴ 未稼働原発に５年で５兆円

電力７社維持費 電気代に転嫁

⑵ 原発を持つ電力会社１０社のうち、原発が稼働していない７社が「原子力

発電費」として、原発の維持・管理に２０１２～１６年度の５年間で５兆円

超を支出していた。費用は主に電気料金で賄われている。電力各社は、再稼

働すれば採算が取れると支出を続けるが、半数ほどの炉は再稼働の手続に入

っていない。

⑶ 動いていない原発に、電力会社７社が５年で５兆円の費用を使っているこ

と、またその費用は主に電気料金で賄われていること。原発は電力をつくり

出していなくてもその維持には膨大なお金がかかり、それは国民の負担とな
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っていること。

８ 平成３０年３月８日 朝日新聞（甲Ｇ２７７）

⑴ 動かぬ原発 膨大な人手

震災前より多く 女川

⑵ 発電ゼロの原発に、５年間で計５兆円超ものお金が電気代からつぎ込まれ

ていた。核燃料を扱う特殊な施設。止まっていても再稼働が見通せなくても、

維持・管理には毎日数千人単位の人出が必要だ。

東日本大震災で原子炉建屋にひびが入った東北電力女川原発（宮城県）。

３基とも震災以降、一度も動いていない。しかし原発内では毎日、東北電や

プラントメーカー、４建設業者の作業員ら計２千人が働いている。震災前よ

り数百～１千人ほど多いという。

⑶ 動いていない原発に、電力会社７社が５年で５兆円の費用を使い、ずっと

止まっている女川原発には毎日二千人の人が働いていること。

９ 平成３０年３月９日 毎日新聞（甲Ｇ２７８）

⑴ 社説 大震災７年 原発固執の日本

世界の潮流を直視しよう

⑵ 日本はエネルギー政策を根本から見直すしかない。７年前、原発事故の恐

ろしさ、影響の大きさを実感し、私たちは心底そう思ったはずだ。

なのに、政策も社会も変えることができないまま時が流れた。むしろ惰性

のように原発維持が進められたのがこの７年ではないだろうか。

再稼働に向けた手続きは進み、事故後に「例外」と決めた老朽原発延命も

「原則」になろうとしている。破たんがいっそうあらわになった核燃料サイ

クルさえやめられない。

政策決定の仕方が変わらず、国民の「脱原発依存」の願いに応える仕組み
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はできない。現行のエネルギー基本計画は「原発依存度を低減」と言いつつ

「重要なベースロード電源」と位置づけ、進行中の計画見直しの議論では、

建て替えや新増設が必要という声さえ出てきている。

そうした事故当事国の停滞をよそに、世界のエネルギー事情は大きく変わ

った。

⑶ 我が国は、７年前の原発事故の恐ろしさを体験したのに、それを忘れるだ

けでなく、再生エネルギーに移行する世界の潮流に反し原発の再稼働を推進

し、老朽原発延命を「原則」としてきていること。

10 平成３０年３月１０日 朝日新聞（甲Ｇ２７９）

⑴ 「脱原発」国会論戦白熱

野党４党、ゼロ法案衆院提出

⑵ 「脱原発」をめぐる論戦が今国会序盤は活性化した。衆院予算委員会での

審議時間は昨年の２倍に。野党第１党の立憲民主党は９日、「原発ゼロ基本

法案」を共産、自由、社民と共同で衆院に提出した。東日本大震災から間も

なく７年。再生可能エネルギーの割合を高めるよう求める声は、自民党内で

も顕在化している。

⑶ 国民の多数の声に押されて野党４党が共同で「原発ゼロ基本法案」を衆院

に提出したこと、また、与党自民党の中でも再生可能エネルギーの割合を高

めようとの声があること。

11 平成３０年３月１１日 毎日新聞（甲Ｇ２８０）

⑴ 揺らぐ原発再稼働

安全対策高コスト 伸びる再生エネ

⑵ ７年前の東京電力福島第１原発事故以降、原発を取り巻く環境は大きく変

わった。政府は規制を強化したうえで原発を「重要なベースロード電源」と
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位置づけ、再稼働を推進してきたが、再稼働した原発は５基にとどまる。こ

の間、再生可能エネルギーの普及と価格低下が進み、将来は「主力電源」と

なる可能性が出てきた。電力会社にとって、原発の位置づけは揺らぎはじめ

ている。

⑶ 再生可能エネルギーの急速な普及により、主力電力化が世界的な潮流にな

ってきており、コストも高い原発は主力電源とはなり得ないと考えられてい

ること。

12 平成３０年３月１２日 中日新聞（甲Ｇ２８１）

⑴ 東日本大震災 ７年 なお７万３０００人避難

⑵ 十一日に発生から七年を迎えた東日本大震災では、関連死を含め、犠牲者

は二万二千人以上。復興は道半ばで、東京電力福島第一原発事故の影響もあ

り、全国で約七万三千人以上が今も避難生活を送る。

⑶ 福島原発事故から７年たった今でも７万３０００人以上が避難生活を送る

など、原発事故の計り知れない被害が明らかになっていること。

13 平成３０年３月１２日 中日新聞（甲Ｇ２８２）

⑴ ７年 東日本大震災

ドイツで反原発 現地日本人ら風車掲げデモ

福井でも集会

⑵ ドイツの首都ベルリンで十日、市民や現地在住の日本人が東日本大震災と

東京電力福島第一原発事故から十一日で七年となるのを前に、再生可能エネ

ルギーを象徴する紙製の風車を掲げてデモ行進し、原発の即時停止や核兵器

の廃絶を求めた。

原発の再稼働が続く福井県では十一日、原発のない社会づくりを考える集

会が福井市内であった。
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福島第一原発事故で、福島県富岡町から水戸市に避難している木田節子さ

ん（六三）が登壇。関西電力大飯原発の３号機が十四日にも再稼働を予定す

ることに「福島のような大変な事態になってからではもう遅い」と呼び掛け、

「福島からの避難者としては『あの日が繰り返されてしまう』と気掛かりで

ならない」と訴えた。

⑶ 海外でも、また原発銀座と言われる福井県でも脱原発のデモや集会が行わ

れていること。

14 平成３０年３月１４日 福井新聞（甲Ｇ２８３）

⑴ 広域避難訓練日程決まらず

大飯原発 関係府県と調整難航

⑵ 関西電力大飯原発で重大事故が起きた際の対応として、昨年１０月に取り

まとめた避難計画に基づく広域避難訓練の日程が決まらない。内閣府は「年

内のできるだけ早い時期に実施したい」としているが、関係府県との日程調

整が難航しており「未定」。関電は１４日に大飯３号機を再稼働させ、大飯

４号機は５月中旬を見込んでおり、住民置き去りの「避難訓練なき再稼働」

となる。

⑶ 避難訓練の日程が決まらないのに大飯原発が再稼働がなされること、人命

より再稼働が優先されるという実態となっていること。

15 平成３０年３月１４日 朝日新聞（甲Ｇ２８４）

⑴ 社説 福井第一廃炉 責務の重さを忘れるな

⑵ 「事故から７年ではなく、まだ事故が続いている」。原子力規制委員会の

更田豊志委員長は先週、会見でこう強調した。

廃炉への道のりは「山頂が見える状況ではなく、しかもどのくらいの勾配

が待ち受けているのかもわかっていない」（更田）のが実情だ。
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⑶ 原子力規制委員会の委員長でさえ、事故した福島第一原発の廃炉の道のり

がわからないと言っていること、一旦原発が事故を起こせば先が見えない被

害を起こすものであること。

16 平成３０年３月１５日 朝日新聞（甲Ｇ２８５）

⑴ 揺らぐ原発輸出政策

かさむ安全対策費 民間尻込み

事業費増 トルコ失望

⑵ 三菱重工業や伊藤忠商事などがトルコで進める原発計画の行き先が見通せ

なくなってきた。採算に見合うように、日本側は電気料金を想定より高くす

ることなどを求める方針だが、トルコ側が応じるかは不透明だ。日本政府が

推進してきた原発輸出計画が揺らいでいる。

「失望した」。トルコ政府の原発担当者は最近になって、日本側からシノ

ップ原発の事業費がふくらむ見通しを示唆され、そう漏らしたという。日本

側は、いまの電気料金の想定水準では事業費の回収は難しいとみており、見

直しを要請する方針だ。

⑶ 重大事故を起こす原発の安全対策の費用がかさみ、トルコでは原発計画の

行き先が見通せなくなってきたこと、危険で被害が甚大となる原発は採算が

合わないものであること。

17 平成３０年３月１５日 中日新聞（甲Ｇ２８６）

⑴ 原発訴訟 国に賠償命令

京都地裁、３度目 自主避難に合理性 東電と共に１億１０００万円

⑵ 東京電力福島第一原発事故の影響で避難を強いられたとして、福島県など

から京都府に避難した住民百七十四人が国と東電に慰謝料など約八億四千六

百六十万円の損害賠償を求めた訴訟の判決で、京都地裁は十五日、国と東電
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の責任を認め、百十人に対する約一億一千万円の支払いを命じた。全国で約

三十ある同種の集団訴訟では五件目の判決で、国の責任を認めたのは三件目。

避難指示に基づく避難でなくとも、個人ごとの当時の状況によっては自主

的に避難を決断するのも社会通念上、合理性があると判断した

⑶ 自主避難者に対しても、賠償命令が認められたこと、それだけ原発事故は

広範囲で多数の人々に、多大な損害を与えるものであること。

18 平成３０年３月１６日 朝日新聞（甲Ｇ２８７）

⑴ ３号機 覆うだけで２５３７日

高線量に阻まれ困難な作業

⑵ 東京電力福島第一原発は２０１１年３月１２日から１５日の間に３度，爆

発した。放射性物質をまき散らし，大地や水，人々の暮らしは今も深い傷を

負っている。

４号機の使用済み核燃料取り出しに続き，３号機では爆発から２５３７日

目の２月２１日，ようやく核燃料を運び出す準備が整った。

⑶ 福島原発事故で爆発した３号機は、高線量の中にあり、やっと核燃料の運

び出す準備の段階に来たこと、原発事故の収束はいつまでかかるかわからな

いこと。

19 平成３０年３月１７日 朝日新聞（甲Ｇ２８８）

⑴ 自主避難「合理的な判断」

東京地裁判決 国・東電の責任認定

⑵ 東京電力福島第一原発事故後，福島県から東京都に避難した住民ら１７世

帯４７人が国と東電に総額約６億３千万円の損害賠償を求めた集団訴訟の判

決が１６日，東京地裁であった。水野有子裁判長は国と東電の責任を認定。

自主避難者についても「避難は合理的な判断」として４２人に計約５９００
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万円を支払うよう命じた。

⑶ 東京地裁においても、自主避難者の請求が認められたこと、それだけ原発

事故は広範囲で多数の人々に、多大な損害を与えるものであること。

20 平成３０年３月２２日 毎日新聞（甲Ｇ２８９）

⑴ 中間貯蔵 候補地選び難航

「浮上」のむつ市 反発

⑵ 関西電力の原子力発電所から出た使用済み核燃料を一時保管する中間貯蔵

施設の候補地選びが難航している。今年１月、青森県むつ市の中間貯蔵施設

が候補地として浮上したが、地元から早くも反対の声が上がる。関電の原発

が集中する福井県の意向で、候補地は「福井県外」が大前提。関電は年内の

候補地発表を目指すが、他県で出た核燃料に対する抵抗は根強く、先行きは

見通せない。

⑶ 使用済み核燃料の引き受け手がどこにもないこと、処分したり保管できな

い高線量の廃棄物を生み出す原発を稼働すべきでないこと。

21 平成３０年３月２２日 中日新聞（甲Ｇ２９０）

⑴ 社会時評 原発の記憶と向き合え 吉見俊哉（ハーバード大客員教授）

「災後」の未来のために

⑵ 五年前、社会時評の執筆を始めたとき、私が出発点としたのは東日本大震

災から二年後の日本だった。当時、格納容器に溶け落ちた核燃料を冷やす水

が高濃度汚染水となり増え続け、放射能の除染作業も先の見えない状態だっ

た。

ところが人々の関心はアベノミクスの経済効果に向かい、原発事故への関

心は薄まりつつあった。私には、この感覚麻痺が半世紀前、反核のうねりが

経済成長やオリンピックへの期待に飲み込まれていった時代に重なると感じ
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られた。

⑶ あれだけの被害を引き起こし、また回復の先が見えない原発事故を経験し

たにもかかわらず、忘れ去られようとしている現状は大いに問題であること。

22 平成３０年３月２３日 中日新聞（甲Ｇ２９１）

⑴ 玄海３号機 きょう再稼働

周辺離島の避難に課題

⑵ 九州電力は二十二日、玄海原発３号機（佐賀県玄海町）を二十三日午前に

再稼働させると発表した。東日本大震災前に定期検査で停止して以来、約七

年三ヶ月ぶりに原子炉を動かす。九電としては二〇一五年に再稼働した川内

原発１、２号機（鹿児島県薩摩川内市）に続き、三基目の原発稼働となる。

原発周辺には有人離島が多くあり、事故時に円滑に避難できるかに課題が残

る。

最大の壱岐島は三十キロ圏外の島北部に逃げる計画だが、事故の規模によ

っては島全体が避難区域となる恐れがあり、避難計画の実効性に疑問が残る。

事故時の住民対応に関しては、屋内避難の周知も課題だ。五キロ圏の住民

が先に避難する中、屋内避難を求められる五～三十キロ圏の住民が落ち着い

てとどまれるか疑問視する声もある。

⑶ 周辺住民の避難に問題があるにもかかわらず玄海原発が再稼働されようと

していること、これでは一旦事故が起きれば住民に多大な損害が生じてしま

うこと。

23 平成３０年３月２３日 朝日新聞（甲Ｇ２９２）

⑴ 原発避難６億円賠償命令

東電敗訴，故郷喪失を認定

⑵ 東京電力福島第一原発事故で故郷での生活が失われたなどとして，福島県
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内の避難指示区域に住んでいた住民ら２１６人が東電を相手取り，総額１３

０億円の損害賠償を求めた集団訴訟の判決が２２日，福島地裁いわき支部で

あった。島村典男裁判長は「故郷での平穏な生活を害され，過酷な避難生活

を強いられた」として，２１３人に総額６億１千万円を支払うよう東電に命

じた。

⑶ 福島地裁でも、東電の責任を認め、「ふるさと喪失」慰謝料も認められた

こと。

24 平成３０年３月２４日 中日新聞（甲Ｇ２９３）

⑴ 社説 玄海原発再稼働

全島避難はできるのか

⑵ 九州電力玄海原発が再稼働した。関西電力大飯原発に続く矢継ぎ早の再稼

働。噴火や避難に対する住民の不安はやはり、置き去りにしたままだ。誰の

ために急ぐのか。電気は足りているというのに。

長崎県壱岐市は、島全体が四十キロ圏内に含まれる。

福島原発事故の教訓に従えば、二万七千島民の島外避難が必要になる。そ

んなことができるのか。

これでも九電側は避難計画の現状を「地域の実情を踏まえた詳細なもの」

と主張し、規制委も司法も、これを受け入れた。「安全神話」が復活したと

いうしかない。

少なくとも、噴火リスクと離島リスクを払拭できない限り、玄海原発は動

かせないはずなのだが。

⑶ 周辺住民の避難に問題があるにもかかわらず玄海原発が再稼働されようと

していること、これでは一旦事故が起きれば住民に多大な損害が生じてしま

うこと。
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25 平成３０年３月２４日 朝日新聞（甲Ｇ２９４）

⑴ 原発事故対策１３．５兆円の利息分

国民負担 最大２１００億円

⑵ 東京電力福島第一原発事故の対策費用について会計検査院が調べたとこ

ろ，国が借金して東電側に事実上貸し付ける計１３,５兆円を回収するのに

最長で３４年かかり，国が負担する利息が２１８２億円にのぼることがわか

った。利息は全額，税金から支払われる。金利は０．１％で試算しているが

将来的に上がる可能性もあり，検査院は「財政負担が更に必要となるおそれ

もある」と指摘した。

⑶ 福島原発事故の対策費用が膨大な額になるため、その貸付で負担する利息

だけでも２１８２億円に上ること、原発は恐ろしいまでに金がかかる機械で

あること。

26 平成３０年３月２５日 朝日新聞（甲Ｇ２９５）

⑴ 事故隠し 安全神話のため

もんじゅの現場映像削って公開 密約後不正報告９８件

保安院点検「厳罰にはしない」

「３．１１」後も体質変わらず

⑵ 平成に入ると，原発をめぐる不正問題が相次いだ。検査データの改ざんや

事故の隠蔽で，安全を装った。糊塗を続けた「安全神話」のもと，東日本大

震災と東京電力福島第一原発事故を迎える。だが，業界の体質が変わったと

はいえない

⑶ 安全神話を植え付けるため事故隠しやデータ改ざんが過去に行われただけ

でなく、３．１１後も推進側はやらせメールや謝礼を払っての動員など安全

神話を作ろうとする体質は変わっていないこと。
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27 平成３０年３月２７日 中日新聞（甲Ｇ２９６）

⑴ 伊方２号機 廃炉へ 四国電４０年超運転、採算合わず

⑵ 四国電力が伊方原発２号機（愛媛県伊方町）を廃炉にする方針を固めた。

二十七日に臨時取締役会を開き、正式決定する。営業運転開始から約三十六

年が経過しており、四十年を超えて最長六十年まで運転を延長するには、多

額の安全対策投資が必要になるため。再稼働できないか模索していたが、四

国の電力需要は減少傾向にあり、採算が合わないと判断した。

耐震工事などの安全対策に一千億円を超える投資が必要と見込まれてい

た。出力が五十六万六千キロワットと小さく、大きな収支改善効果が期待で

きないことがネックとなった。

⑶ 伊方２号機が廃炉となったが、その理由は採算性の問題であること、また

電力会社自身電力需要は減少傾向にあることを認めていること。

28 平成３０年３月２９日 毎日新聞（甲Ｇ２９７）

⑴ サウジ 太陽光発電に２１兆円

世界最大級 ソフトバンクが協力

⑵ サウジアラビア政府は２７日、ソフトバンクグループ主導する投資ファン

ドと協力し、サウジ国内に世界最大級の太陽光発電の施設を造ることで合意

したと発表した。２０３０年までに発電機能が最大計２億キロワットの設備

を建設するとしている。

⑶ 世界の潮流、趨勢は再生可能エネルギーになってきていること。原発の電

力は不要であること。

29 平成３０年３月３０日 中日新聞（甲Ｇ２９８）

⑴ 再稼働同意 ３０キロ圏に拡大

東海第二 立地外５市と初協定
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⑵ 日本原子力発電（原電）の東海第二原発（茨城県東海村、停止中）の再稼

働や運転延長に関し、原電は二十九日、東海村のほか、半径三十キロ圏内の

五市から事前同意を得るとする新たな安全協定を締結した。立地自治体だけ

でなく、五市の一つでも反対すれば再稼働ができなくなった。電気事業連合

によると、再稼働への事前了解を得る対象を立地自治体以外に拡大したのは

全国で初めて。

緊急時の避難計画の策定が義務づけられる半径三十キロ圏内には全国最多

の約九十六万人が居住。東海村の前村長が「村と県、原電だけでは事故時の

責任は負えない」とし、五市を含む協定締結を強く求めていた。

⑶ 原発事故の被害は立地自治体だけでなく広範な範囲に広がることからすれ

ば、周辺の自治体の同意権は当然であること、またそれだけ周辺自治体は原

発に対して不安を持っていること。

30 平成３０年３月３０日 中日新聞（甲Ｇ２９９）

⑴ 廃炉・汚染水に年２２００億円

１８～２０年度 福島第一対策費判明

⑵ 東京電力福島第一原発の廃炉や汚染水対策を巡り、二〇一八年度から二〇

年度までの三年間の費用が毎年二千二百億円前後に上る見通しであること

が、関係者への取材で分かった。廃炉・汚染水対策にかかる年間の具体的な

費用が明らかになるのは初めて。東電の経営再建や廃炉事業を支援する原子

力損害賠償・廃炉等支援機構と東電が、資金計画を国に申請し、近く経済産

業相から認可を受ける。

廃炉費用の総額が当初の見込みを大幅に上回り、長期的な資金の確保に向

け廃炉資金の積み立てを義務付ける制度が昨年創設され、今回初めて計画を

まとめた。

⑶ 大型原発の廃炉が決まったこと。延長すると構造上対策費が多額になり、
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採算が合わないとの判断が働いたとみられること。

31 平成３０年３月３１日 中日新聞（甲Ｇ３００）

⑴ ２０５０年電源 経産省戦略案

再生エネ「主力」明記

見えぬエネルギー将来図 電源構成比示さず

⑵ 経済産業省は三十日、二〇五〇年に向けた長期的なエネルギー政策を話し

合う有識者会議で、再生可能エネルギーを「主力電源」に位置付けた。一方、

原発は「依存度を可能な限り低減する」としながら、温室効果ガスを大幅に

削減するための「選択肢」として将来にわたって活用する余地も残した。い

ずれも数値などで目標を明示することは避けた。

規制基準の厳格化による安全対策費の大幅増で費用対効果を得られないと

のコスト分析に加え、安倍政権の支持率急落で脱原発の世論を意識した面も

うかがわれる。政府筋は「官邸も原発建設には反対だ」と明かす。

⑶ 経産省は、原発について将来活用するかについて曖昧なままにしているこ

と。一方で、世界的な流れになっている再生可能エネルギーを主力電源に位

置づけざるを得なかったこと。

32 平成３０年３月３１日 毎日新聞（甲Ｇ３０１）

⑴ 玄海３号機 発送電停止

蒸気漏れ 九電「慎重に対応」

「やっぱりトラブル起きた」

⑵ 九州電力は３１日、前夜に配管から蒸気漏れが確認された玄海原発３号機

（佐賀県玄海町）の発電と送電を停止した。３号機は２３日に九州で最長と

なる約７年３ヵ月の長期停止を経て再稼働し、２日後に発電と送電を開始。

段階的に発電出力を上げ、３０日には７５％に達していた。
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⑶ 玄海原発３号機の配管から蒸気漏れがあって、発送電を停止したこと、原

発には事故がつきものであること。

33 平成３０年４月１日 朝日新聞（甲Ｇ３０２）

⑴ 「原発は安い」崩れた神話

安全対策と電力自由化 誤算

⑵ 「原発は安い」という「コスト神話」。２０１１年３月の東京電力福島第

一原発事故とその後一気に加速した電力自由化が，神話を崩しつつある。自

由化によって値下げ競争が激化するなか，安全対策費がかさむ原発の「経済

合理性」が揺らいでいる。

⑶ 安全対策と電力自由化により、原発は安いという神話が崩れていること、

従って、原発の電力に頼る必要は全くないこと。

34 平成３０年４月２日 中日新聞（甲Ｇ３０３）

⑴ 玄海蒸気漏れ 配管に穴

原子炉止めず ３号機で直径１センチ

⑵ 九州電力は一日、玄海原発３号機（佐賀県玄海町）の二次系配管での蒸気

漏れトラブルを受けて実施した同日の点検で、配管に直径約一センチの穴が

見つかったことを明らかにした。九電は穴が開いた原因などを調べており、

二日も点検を続ける。点検期間は未定としている。

⑶ 玄海原発３号機の配管から蒸気漏れがあって、発送電を停止したこと、原

発には故障や事故がつきものであること。

35 平成３０年４月３日 朝日新聞（甲Ｇ３０４）

⑴ 玄海原発配管の穴

九電「雨水で腐食」 同種の全配管交換へ
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⑵ 九州電力の玄海原発３号機（佐賀県玄海町）の配管から蒸気漏れがあった

トラブルで，同社は２日，配管の保温材が雨水で湿って配管が腐食し，穴が

空いたことが原因とみられると発表した。九電は玄海３号機の同種の配管を

すべて取り換える方針。問題の配管は１０年余り前に外装を外して厚みを測

る点検をしたが，その後は改めてそうした点検はしていなかったという。

⑶ 玄海原発３号機の配管から蒸気漏れがあって発送電を停止したこと、原発

には故障や事故がつきものであること。

36 平成３０年４月４日 朝日新聞（甲Ｇ３０５）

⑴ 配管寿命４７年と判断 玄海１１年間点検せず

⑵ 九州電力の玄海原発３号機（佐賀県玄海町）の配管の蒸気漏れで，同社が

約１１年前に配管の厚さを調べ，支障なく使える「寿命」が約４７年間と判

断していたことがわかった。同種の点検は当面，実施しなくても問題ないと

みて，その後配管の外装は外さず，そうした厚さの点検もせず，穴が開く兆

候を見落とした。九電は今後，玄海４号機の配管も問題がないか調べる。

⑶ 玄海原発３号機の配管から蒸気漏れがあって発送電を停止したこと、配管

の寿命を誤り１１年間点検していなかったことに原因があること、原発には

故障や事故がつきものであること。

37 平成３０年４月５日 中日新聞（甲Ｇ３０６）

⑴ 社説 玄海原発 小さな穴の大きな教訓

⑵ 九州電力玄海原発３号機の配管で見つかった小さな穴は重大だ。原子力規

制委員会の審査で「世界一厳しい基準」に適合とされ、再稼働した直後のト

ラブルだ。「アリの一穴」という故事もある。

九電の瓜生道明社長は「（３号機は）七年間停止しており、再稼働で何が

起こるかわからないということが現実になってしまい、残念」と述べている。
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その通り。

だが、原発の配管は極めて複雑だ。福島の事故についても、地震の揺れに

よる配管や電気設備の損傷が過酷事故につながったという疑いは、まだぬぐ

えていないのだ。

九電側は雨水による腐食らしいとしているが、予防はできなかったのか。

老朽化や経年劣化の影響をもう一度精査せよ、場合によっては地震の揺れの

影響もと、小さな穴が警告を発してくれている。

⑶ 九電の社長自身が再稼働で何が起こるかわからないと言っていること、再

稼働から８日目のトラブルであり、再稼働を認めた規制委員会の審査が十分

でなかったこと。

38 平成３０年４月６日 朝日新聞（甲Ｇ３０７）

⑴ 原発巡る講演 変更要求

経産局「印象操作ではないか」 北海道の高校でエネ庁主催

⑵ エネルギー問題に関する講演の際，北海道大学大学院の助教が原子力発電

所の短所を指摘しようとした部分について，経済産業省北海道経済産業局の

幹部が事前に講演資料を入手し，助教に変更を求めていたことが分かった。

⑶ 原発を推進する側（経産省）は、原発の問題性を明らかにされたくないこ

とから圧力をかけることまでやってくること。経産省は、原発の推進に前の

めりになっていること。

39 平成３０年４月８日 朝日新聞（甲Ｇ３０８）

⑴ 「既得権」原発 再エネ阻む

原発ゼロでも送電「空きなし」

⑵ 平成が始まった頃から，地球温暖化が世界的な大問題になった。日本の電

力業界は，運転中に二酸化炭素（ＣＯ２）を出さない原発こそ，温暖化対策
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の切り札との論理を展開。事故を起こしても原発依存をやめようとせず，再

生可能エネルギーの加速で世界に後れを取ろうとしている。

⑶ 我が国の行政は原発事故を起こしながらも、なお原発に依存をしようとし

ていること、世界の潮流から取り残されつつあること。

40 平成３０年４月１１日 中日新聞（甲Ｇ３０９）

⑴ 再生エネ２０５０年主力化

経産省報告書 脱炭素、原発は低減

⑵ 経済産業省は十日、二〇五〇年時点の長期エネルギー政策の課題を議論す

る有識者会議で、再生可能エネルギーの「主力電源化」を目指すと明記した

報告書を取りまとめた。地球温暖化の原因となる二酸化炭素（ＣＯ₂）の排

出をなくす「脱炭素化」に向けて総力戦で取り組み、各電源の技術開発を急

ぐ考えだ。原発は依存度を低減するという現在の政府方針を引き続き維持す

るとした。

⑶ 我が国の行政は原発事故を起こしながらもなお原発に依存をしようとして

いること、世界の潮流から取り残されつつあること。

41 平成３０年４月１７日 中日新聞（甲Ｇ３１０）

⑴ 社説 原子力への不信は募る

エネルギー教育

⑵ 経産省というか，霞が関も永田町も，何か大きな勘違いをしていないか。

学校の授業とは国策をＰＲする場ではない。

経済局の一存か，今はやりの忖度が働いたのかは定かではないが，このよ

うな”教育”をしていては，原発や原子力行政に対する不信が，なおさら募

るだけである。

⑶ 原発を推進する側（経産省）は、原発の問題性を明らかにされたくないこ
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とから圧力をかけることまでやってくること。経産省は、原発の推進に前の

めりになっていること

42 平成３０年４月２４日 中日新聞（甲Ｇ３１１）

⑴ 原発審査対応で違法残業

原電東海第二 労基署が是正勧告

⑵ 日本原子力発電東海第二原発（茨城県）の再稼働と最長二十年の運転延長

に関する原子力規制委員会の審査で、担当の複数の原電社員が労使協定（三

六協定）の上限を超える違法残業をしていたとして、中央労働基準監督署（東

京）から是正勧告を受けていたことが分かった。東海第二は十一月の運転期

限までに審査などに合格しなければ廃炉となることから、担当社員の負担は

増していたとみられる。

⑶ 原発は様々な被害を引き起こすが、再稼働に躍起になるあまり違法残業が

発生し労働問題にまで及んでいること。無理な再稼働は労働者の労働問題ま

で発生をさせていること。

43 平成３０年４月２４日 毎日新聞（甲Ｇ３１２）

⑴ 原発「再興」実現せず

米ウェスチングハウスＣＥＯ 新興国受注で再建へ

⑵ 東芝傘下だった昨年３月に経営破綻した米原子力大手ウェスチングハウス

（ＷＨ）のホセ・グティエレス最高経営責任者（ＣＥＯ）が毎日新聞の取材

に応じた。破綻の要因について、「原発ルネサンス」と呼ばれた２０００年

代の原発建設ブームが「現実的ではなかった」ことや、原発建設の経験が長

期にわたり失われていたことを挙げた。今後は新興国での受注を中心に再建

を目指す考えを示した。

⑶ 電力需要の落ち込みや建設費用の増大で、世界的にも原発建設はブームが
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去っていること。

44 平成３０年４月２５日 毎日新聞（甲Ｇ３１３）

⑴ 伊藤忠、トルコ原発離脱

事業費倍増 利益確保困難に

⑵ 三菱重工業、伊藤忠商事などがトルコで進める新型原発建設計画から、伊

藤忠が離脱する。２０１５年から３年間、事業化に向けた調査が行われたが、

現時点で事業化のめどが立っていないことから参画を見送る見通し。原発は

安全対策費の上昇で建設費が膨らんでおり、日本が官民挙げて進めてきた原

発輸出が逆風となっている。

⑶ 電力需要の落ち込みや建設費用の増大で、世界的にも原発建設はブームが

去っていること。

45 平成３０年４月２５日 中日新聞（甲Ｇ３１４）

⑴ 東電社員１３１２人 残業過少申告

⑵ 東京電力ホールディングス（ＨＤ）は２５日，時間外労働を過少申告して

いた社員（管理職を除く）がグループ主要４社で２０１６～２０１７年の２

年間に計１３１２人いたと発表した。

全体の４％超に当たり，過少申告は計１０万６２６７時間に上った。実際

は多くの人が労使で定めた残業時間の上限を超え，労災認定の目安とされる

月１００時間の「過労死ライン」を上回った社員も複数いた。

⑶ 原発は様々な被害を引き起こすが、その電力会社の内部において違法残業

が発生し過労死ラインを超えていること。原発の稼働は労働者の労働問題ま

で発生をさせていること。

46 平成３０年４月２７日 中日新聞（甲Ｇ３１５）
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⑴ 核燃料除去に「５００年以上」

チェルノブイリ事故３２年

⑵ 旧ソ連ウクライナで一九八六年に起きたチェルノブイリ原発４号機の爆発

事故から二十六日で三十二年を迎えた。原発の解体、廃炉の立案を行うチェ

ルノブイリ原発のドミトリー・ステリマフ戦略計画部長（四一）は共同通信

に「原発の核燃料除去まで五百年以上かける方策が現実的」との見通しを語

った。

⑶ チェルノブイリ事故から３２年も経っているのに、さらに核燃料除去まで

に５００年以上かかること、原発事故の被害は何十世代まであとにも被害を

及ぼすこと。

47 平成３０年４月３０日 中日新聞（甲Ｇ３１６）

⑴ 福島第一 現状くっきり

２号機 床一面に堆積物 ３号機 落下構造物山積み

⑵ 茶色っぽい小石状の堆積物が原子炉格納容器の床一面を覆い、埋もれた金

属片が顔を出す。灰色の支柱や壁面には、こびりついた溶融物－。

東京電力福島第一原発事故で溶け落ちた核燃料（デブリ）の取り出しに向

けた調査が進展している。２号機の原子炉格納容器内の調査映像を解析した

結果、底部に広がる堆積物の様子が明らかになり、３号機では大量の構造物

が崩れ落ちた状況が立体的に再現された。

⑶ 福島原発事故から７年経ってようやく２，３号機の格納容器の内部が明ら

かになったこと、このデブリの様子からすれば回収等に多大な年数がかかる

ことが予想されること。

48 平成３０年５月２日 毎日新聞（甲Ｇ３１７）

⑴ 論点 平成の軌跡 原発事故の教訓 小泉純一郎元首相
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総理の決断で「ゼロ」可能

⑵ ２０１１年の東日本大震災に伴い発生した東京電力福島第１原発事故。炉

心を冷やす電源を大津波で失い、核燃料が溶融する未曽有の災害となった。

福島県の人々からふるさとを奪った事故から７年。日本では再び原発が動き

始めている。教訓は生かされているのか。日本は原発とどう向き合うべきか。

震災後に「原発ゼロ」を訴え始めた小泉純一郎元首相（76）に聞いた。

－首相時代に原発の危険性に気付く機会はありませんでしたか。

私は原子力技術を知らないんだから霞が関を信用するしかないだろう。（放

射線の単位の）シーベルトなんて言葉も知らなかった。すべて専門家が把握

していると思っていたし、彼らに聞けば皆が「安全だ」と言っていた。福島

の事故が起きて「だまされていた」と気付いた。

しかし、どんな機械でも事故は起きる。「万が一」があるんなら絶対に

持っちゃいけない。日本は地震、火山、津波があるから、特にだめだ。前の

原子力規制委員会の田中俊一さんは「規制基準に合格しても安全とは申し上

げない」と話していたし、事故が起きた時の避難計画もテロ対策も弱いとこ

ろだらけだ。それなのに、政府が平然と「世界一厳しい基準」と言い続けて

いることにはあきれるしかない。

安全第一ではなく経営第一だったことが、はっきり分かった。ここまでだ

まされて黙っているわけにはいかん、という憤りがわいてきた。だから反省

を込めて、この活動をやっている。

⑶ 原発を推進していた元首相が、専門家に安全だと騙されていたこと、原発

は安全第一でなく経営第一であることがわかったため、原発ゼロを言い続け

ていること。避難計画やテロ対策に問題があることからすれば審査基準も全

く十分でないこと。

49 平成３０年５月２日 毎日新聞（甲Ｇ３１７）
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⑴ 変わらぬ日本の健忘症 政府事故調査委員長 畑村洋太郎

⑵ 震災直後は多くの人々が「根本的に変わらなければいけない」と言ってい

たのに、７年たつと災害のことは語られなくなっている。いまだに日本人の

多くは自分の見たいものだけを見ている。

福島の事故について「東電が悪い」「当時の政権が悪い」と切り捨て、自

分たちは電気という便益を享受しているのに、自分でやるへきことについて

は考えようとしない。透視術があるなら、ものを考えない頭の中は空虚だろ

う。

今の防災対策も原発安全対策も「言っているふり、行っているふり」にし

か見えない。原発を動かすなら、住民と共に事故時の避難計画を立て、訓練

に全員参加を義務付け、「参加しなければ電気を供給しない」というくらい

にすべきだ。「そんなことは無理」と言われるだろうが、一生懸命取り組ん

でも、考えもしないことが起こる。それくらい大変なことなのだ。

物事を進める際には失敗も間違いも避けられない。大きな犠牲を払いなが

ら課題を共有し、乗り越えることから新しい時代や考えが作られる。

⑶ 国民自身が７年前の福島原発事故を忘れてしまっていることが最も問題で

あること、今の原発安全対策も十分でないこと、考え方を大きく改める必要

があること。

50 平成３０年５月２日 中日新聞（甲Ｇ３１８）

⑴ 原発輸出 交渉難航

日立、決裂なら撤退も

⑵ 安倍政権の後押しする英国への原発輸出をめぐって、日英が費用負担を押

しつけ合う構図が浮かび上がってきた。日立製作所は英西部で事業費三兆円

規模の原発建設を計画し、来年に着工の可否を最終決断する。これには日英

両国の政府と企業が出資する予定だが、英政府は財政負担を抑えたい考えだ。
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一方、建設中の負担増大リスクを避けたい日立は、大詰めを迎えた英政府と

の交渉が決裂すれば撤退も辞さない構えだ。

英政府が日立への支援に慎重な背景には、膨らむばかりの安全対策費など

原発コストに引き換え、発電コストが急速に低下した風力や太陽光による発

電量が増えている現状がある。

⑶ 電力需要の落ち込みや建設費用の増大、再生可能エネルギーのコスト低下

で、世界的にも原発建設は下火になっていること。

51 平成３０年５月６日 毎日新聞（甲Ｇ３１９）

⑴ ４県沖で洋上風力発電

政府 青森、秋田、佐賀、長崎で促進

⑵ 政府は、洋上風力発電事業を最大３０年間展開できる「促進区域」に、青

森、秋田、佐賀、長崎４件の沖合を指定する検討に入った。促進区域は、今

国会に提出している「海洋再生可能エネルギー発電設備の海域利用促進法案」

に基づき新たに設定するもので、今年度中にも関係都道府県知事や経済産業

相、国土交通相らが参加する協議会をつくって選定を進める。

青森など４県の沖合の広い範囲では地上３０～７０メートルで年平均で風

速８メートル以上の強い風が吹く。経産省所管の新エネルギー・産業技術総

合開発機構（ＮＥＤＯ）の調査で確認され、洋上風力発電の適地として浮上

した。

政府は３０年度までに１０００万キロワットを目指す。経産省は日本周辺

の海域をフル活用した場合、最大１５億キロワットの発電が可能と試算して

いる。

⑶ 日本でも４県沖という広い範囲で洋上風力が計画されており、最大１５億

キロワットの発電が可能と試算されていること、今後ますます原発の必要性

はなくなってくること。
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52 平成３０年５月８日 中日新聞（甲Ｇ３２０）

⑴ 大飯再稼働 反対が多数

本紙調査「同意権を」６割

立地自治体外の小浜 ５キロ圏住民

⑵ 九日にも予定される関西電力大飯原発４号機（福井県おおい町）の再稼働

を前に、同県小浜市で原発から半径５キロ圏内にある全戸を対象に本紙が実

施した意識調査で、ほぼ半数が再稼働に反対し、八割以上が廃炉を求めてい

ることが分かった。小浜市は一部が五キロ圏内にありながら原発の立地自治

体ではないため、地元同意の手続きから外れている。調査では、住民の意思

が反映されないまま再稼働が進んでいる実態が浮かんだ。

調査は居住を確認できた六十五戸を訪問し、五十九戸の住人が回答した。

大飯原発の再稼働の賛否では、「賛成」が十一人（１８．６％）、「反対」

が二十八人（４７．４％）、「わからない」が二十人。

大飯原発を今後どうするべきかとの質問には、四十九人が回答。「将来的

に廃炉」が二十五人で最も多く、「即廃炉」を選んだ十八人と合わせると８

７．７％が廃炉を望んだ。

⑶ 大飯原発再稼働に、小浜市の５キロ圏の住民のうち賛成より反対が大きく

上回っていること、また、廃炉を望んでいるものは８７．７％にも上ること。

53 平成３０年５月１０日 朝日新聞（甲Ｇ３２１）

⑴ トルコ原発 三菱重憂うつ

無理な電気料金 採算合わず

⑵ 三菱重工業と伊藤忠商事が国際コンソーシアム（企業連合）をつくって進

めてきたトルコのシノップ原発計画が難航している。三菱重工が事業の実現

可能性を調査したところ，当初の想定では採算が合わないとわかったからだ。
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日本の成長戦略の柱として，安倍晋三首相のトップセールスで始まった原発

輸出計画は，経済性を見いだしにくくなっている。

パートナーの伊藤忠は４月，撤退を決めた。経産省高官は「嫌ならやめれ

ばいい」と三菱重工を突き放す。宮永俊一社長の決断が迫られている。

⑶ 電力需要の落ち込みや建設費用の増大、再生可能エネルギーのコスト低下

で、世界的にも原発建設は下火になっていること。

54 平成３０年５月１０日 中日新聞（甲Ｇ３２２）

⑴ 命綱の道 細いまま 大飯再稼働 対岸の半島

「原発避難できっこない」

⑵ ９日に再稼働した関西電力大飯原発４号機（福井県おおい町）。すぐ東の

対岸にある同県小浜市の内外海半島は，一部が大飯原発の５キロ圏内にかか

り，既に営業運転中の高浜原発（同県高浜町）からも３０キロ圏内に入るが，

道路綱が脆弱で，原発が立地する半島などと違って新たな避難ルートの整備

予定もない。自然災害と原発事故が重なれば，集落が孤立する可能性は消え

ず，相次ぐ再稼働に住民の懸念は増すばかりだ。

⑶ 現実に住民の避難が十分出来ない状況のなかで、大飯原発再稼働がなされ

ていること。一旦事故が起きてしまうと、多大な損害が生じてしまうこと。

55 平成３０年５月１１日 毎日新聞（甲Ｇ３２３）

⑴ 太陽光パネル義務化

⑵ 米西部カリフォルニアは９日、２０２０年から、州内の新築一戸建て住宅

に太陽光パネル設置を義務付けることと決めた。再生可能エネルギー利用の

取り組みは全米で進んでいるが、米メディアによると、設置義務付けは初め

て。

⑶ カリフォルニア州では、新築一戸建て住宅に太陽光パネル設置を義務付け
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られたこと、世界的に再生可能エネルギーへの移行が大きく進んでいること。

56 平成３０年５月１２日 毎日新聞（甲Ｇ３２４）

⑴ 湯川博士「原子力は猛獣」

「もはや制御できず」

京大日記公開 科学者としての危機感示す

⑵ 京都大は１１日、日本人初のノーベル賞を受賞した物理学者の湯川秀樹（１

９０７～８１年）が、太平洋・ビキニ環礁付近での米国水爆実験について書

いた５４年の日記を公開した。

小沼通二・慶応大名誉教授（８７）は「ビキニ事件から湯川氏は“行動の

人”になった。核兵器が依然残る現代、私たちにどう考え、行動すべきか示

唆する」と話す。

「原子力と人類の転機」の中で湯川は「二十世紀の人類は自分の手でとん

でもない野獣をつくり出した」と書き起こし、原子力を「野獣」「猛獣」と

形容。「もはや飼主も手でも完全に制御できない凶暴性を発揮しはじめた」

と危機感を示し、脅威に対する世界の連帯を訴えた。そして「私は科学者で

あるがゆえに、原子力対人類という問題をより真剣に考えるべき責任を感ず

る」と決意を述べた。

⑶ 原子力の専門家の湯川秀樹氏が、原子力は人類が制御できないものである

とはっきりと述べていること、３．１１の福島原発事故を経験した我々はそ

の思いを改めて強く持たねばならないこと。

57 平成３０年５月１２日 中日新聞（甲Ｇ３２５）

⑴ 検査院，国策に遠慮か

もんじゅへの指摘 半世紀で１回

⑵ 会計検査院が高速増殖原型炉もんじゅ（福井県敦賀市）に関する検査結果
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を公表した。半世紀にわたって巨額の国費が投じられながら乏しい研究結果

に終わった点を疑問視したが，過去に検査院が研究開発経費に意見を表明し

たのは約７年前の１回だけ。専門家からは「核燃料サイクルが国策であるこ

とに遠慮し，言及を避けてきたのでは」との声が上がっている。

⑶ 原発及び核燃サイクルは、国策として異常に保護されていたこと。その結

果が大きな問題を起こしてしまったこと。

58 平成３０年５月１２日 福井新聞（甲Ｇ３２６）

⑴ ずさん体制 指弾 会計検査院もんじゅ総括

廃炉へ「政府も監督を」

⑵ 会計検査院が１１日公表した高速増殖原子炉もんじゅ（敦賀市）の検査結

果では，日本原子力研究開発機構によるずさんな保守管理の実態が浮き彫り

となった。今後の廃炉作業は，炉心から燃料を取り出すまで厳密な保守管理

が必要になると指摘し「政府一体の指導・監督」を求めた。

⑶ 原発及び核燃サイクルは、国策として異常に保護されていたこと。その結

果が大きな問題を起こしてしまったこと。

59 平成３０年５月１２日 県民福井新聞（甲Ｇ３２７）

⑴ 安全管理に厳しい目

同時事故時の対応 並行して廃炉作業

大飯４号機 発送電開始

⑵ 関西電力大飯原発４号機（おおい町）が１１日に発送電を開始したが，近

接する高浜原発（高浜町）と同時に事故が発生した場合の避難は対応が定ま

っていない。大飯１，２号機の廃炉作業と運転が同時に進むことによる混乱

も懸念される中，市民からは安全管理に厳しい目が注がれている。

「用意された（計画通りの）避難行動ではなく，自発的に動かれてしまう
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ということが考えられる」。大飯４号機が再稼働した９日の記者会見で，原

子力規制委員会の更田豊志委員長は両原発で事故が起きた場合の問題点を挙

げている。

避難計画では，両町の住民は基本的に東へ向かう予定で，大飯原発の南を

通る住民も多い。おおい町本郷の７０代男性は「普通なら京都など南西へ逃

げる。計画には不備があるのでは」と語る。

⑶ 福井県は原発密集地域であり、２つの原発が同時に事故を起こす可能性も

あるのであるから、それを想定して避難計画を立てねばならないが、その対

応すら定まっていないという大きな不備があること。

60 平成３０年５月１３日 朝日新聞（甲Ｇ３２８）

⑴ 原発再稼働「西高東低」

東日本 福島と同型が大半

新たな安全対策 難航 西日本 再稼働の８基が集中

国の計画案 ３０年度に３０基 採算性・民意とのズレも

⑵ 巨費を投じて再稼働を目指しても，司法や住民の厳しい目にさらされる。

再稼働にこぎつけた９基のうちの５基は，運転差し止めの判決や仮処分命令

を受けた。伊方３号機はその命令によって現在，停止中だ。

再稼働の判断に関与を強めようとする自治体の動きも，各地で噴出してい

る。人類史に残る福島の惨禍を目の当たりにした国民としては，当然だ。

日本の原発は様々なリスクを抱え，徐々に居場所が狭まっている。政府は

その現実を踏まえ，原発利用のあり方を根本から見直すべきだ。

⑶ 福島原発事故の被害を考えるならば、我が国は原発利用の在り方を根本的

に見直すべきであること。

61 平成３０年５月１３日 中日新聞（甲Ｇ３２９）
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⑴ 核心 「原発ゼロ」小泉氏インタビュー

首相に「経産省にだまされるな」と忠告

決断すれば国民も産業界も進む

⑵ 「世界でただ１つ，フィンランドにある核のごみ（高レベル放射性廃棄物）

の最終処分場の視察にも行った。地震も火山も津波もない，岩盤でできた島

にある。それでも４基ある原発のうち２基分の容量しかない。日本じゃでき

ないと思った。処分場を見つけられない原発を政府が認めることが不思議で

仕方ない」

－低コスト，クリーンとも言えないか。

「それも大うそ。他の電源より安いのは，原子炉で核燃料を燃やして電気

を供給するところだけのコスト。最終処分場を造るにも莫大な金がかかる。

今も福島の人たちは何万人も帰れない。クリーンエネルギーどころじゃない。

過ちは改めなきゃいけないと，（原発ゼロの）講演を始めた」

⑶ 原発を推進していた元首相が、専門家に安全だと騙されていたこと、原発

は安全第一でなく経営第一であることがわかったため、原発ゼロを言い続け

ていること。

62 平成３０年５月１４日 朝日新聞（甲Ｇ３３０）

⑴ 浜岡原発再稼働

賛成１・反対７ 静岡県・３５市町アンケート

⑵ 中部電力浜岡原発（静岡県御前崎市）が東日本大震災後に運転停止して７

年になる１４日を前に，朝日新聞静岡総局と静岡大情報学部の中澤高師准教

授（社会学）が合同で，静岡県と同県内３５市町の首長に同原発の再稼働に

関するアンケートをした。再稼働に賛成したのは１町だけで，慎重な姿勢が

浮き彫りになった。

⑶ 静岡県と同県内３５市町で、浜岡原発再稼働に賛成としたのは１町だけで
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あったこと、地方自治体も再稼働には殆ど賛成していないこと。

63 平成３０年５月１４日 中日新聞（甲Ｇ３３１）

⑴ 「エネルギー基本計画」見直し審議

公募意見反映されず 政府 原発拡大目標を堅持

⑵ ２０３０年に向けた「エネルギー基本計画」の見直しに関し，４月末まで

に政府に寄せられた３０６件の国民からの意見を本紙が分析したところ，原

発再稼働を急ぐ政府の現行政策に反対を表明する意見が３分の２を占めてい

たことが分かった。反対意見は審議会ではほとんど議論されず，政府は新計

画でも現行の原発拡大目標を堅持する。意見募集しながら反映は拒む経済産

業省の姿勢に，審議会委員の一部も「国民の意見が軽視されている」と批判

している。

⑶ 「エネルギー基本計画」の見直しについて、反対意見が審議会で殆ど議論

をされず、国民の意見が反映されていないこと。

64 平成３０年５月１４日 中日新聞（甲Ｇ３３１）

⑴ 浜岡再稼働 賛成ゼロ

本紙調査 静岡知事と県内首長

⑵ 中部電力浜岡原発（静岡県御前崎市）が全面停止して１４日で７年となる

のに合わせ，本紙が同県知事と県内の首長を対象に実施したアンケートで，

浜岡原発の再稼働に「賛成」と答えた首長はゼロだった。災害時の広域避難

計画の対象となる原発から３１キロ圏内の１１市町の多くが，再稼働を決め

る際には現行の県と立地自治体の御前崎市だけでなく，周辺自治体などの同

意も必要との姿勢も示した。

⑶ 静岡県と同県内３５市町で、浜岡原発再稼働に賛成としたところはなかっ

たこと、周辺自治体の同意も必要だと考えていること。
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65 平成３０年５月１７日 県民福井新聞（甲Ｇ３３２）

⑴ 新エネルギー基本計画案

原発維持なの縮小なの 困惑の立地自治体

あいまい針路 先行き見えず

⑵ 経済産業省の有識者会議が１６日に大筋で了承したエネルギー基本計画の

改定案では，２０５０年に向けて原発を「現状では実用段階にある脱炭素化

の選択肢」と位置付ける一方，「可能な限り依存度を低減する」とも書かれ，

新増設は盛り込まれなかった。国のあいまいな針路に，原発に依存してきた

立地自治体は先行きへの不安を隠せない。

⑶ 国は、原発の稼働や立地を求める自治体も困惑するほど、新エネルギー基

本計画案はあいまいなものであること。

66 平成３０年５月１８日 朝日新聞（甲Ｇ３３３）

⑴ 社説 エネルギー基本計画

めざす姿がずれている

⑵ 新たなゴールをめざす動きが国外で広がるのを横目に、従来の道にしがみ

つく。大局を見誤っていると言うほかない。

新しいエネルギー基本計画の案を経済産業省がまとめた。「これまでの基

本方針を堅持する」とうたい、今の計画を踏襲する内容だ。事業環境が厳し

い原発や石炭火力を従来通り、「重要なベースロード電源」と位置づけた。

世界では、エネルギーの供給や使い方に構造的な変化が起きつつある。太

陽光や風力などの再生可能エネルギーが化石燃料に取って代わる「脱炭素化」

や、規模が小さい発電設備を蓄電池などと組み合わせ、効率よく地産地消す

る「分散化」など、影響は社会に広く及ぶ。

それなのに旧来の方針に固執して、変革に対応できるのか。世界の流れか
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ら取り残されないか。疑問や懸念はつきない。

⑶ 我が国の行政は原発事故を起こしながらもなお原発に依存をしようとして

いること、世界の潮流から取り残されつつあること。

67 平成３０年５月２４日 中日新聞（甲Ｇ３３４）

⑴ 「適合」柏崎刈羽に亀裂

原発１２基のダクト腐食

⑵ 原子力規制委員会は二十三日、全国の原発で、運転の司令塔である中央制

御室の空調換気ダクトを調査した結果、七原発十二基で腐食や穴が見つかっ

たと公表した。この中には、新規制基準に適合した東京電力柏崎刈羽６、７

号機（新潟県）が含まれており、７号機のダクトには直径数ミリの穴が四カ

所あったため、性能に異常がないか調べる。

規制委の更田豊志委員長はこの日の定例会見で「腐食の程度や穴が大きい」

と指摘し、東電に速やかな是正を求めた。

⑶ 原発の中央制御室でダクトの腐食が見つかったが、点検方法や点検時期に

ついて問題があった可能性があること、原発施設について安全管理がまだま

だ甘いこと。

68 平成３０年６月１日 朝日新聞（甲Ｇ３３５）

⑴ 仏が高速炉計画縮小へ

日本協力 核燃サイクル一層見通せず

⑵ 日本が国際協力を進めようとしている高速炉「アストリッド（ＡＳＴＲＩ

Ｄ）」計画について、開発主体のフランス政府が建設コスト増を理由に規模

縮小を検討している。日本政府がこだわる核燃料サイクルは一層見通せなく

なったが、計画へ巨額投資を続けようとしている。１兆円以上をつぎ込んだ

高速増殖炉「もんじゅ」（福井県）がまともに動かないまま、廃炉に至った
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失敗を繰り返しかねない

⑶ 電力需要の落ち込みや建設費用の増大、再生可能エネルギーのコスト低

下で、世界的にも核燃サイクルは下火になっていること。

69 平成３０年６月１日 中日新聞（甲Ｇ３３６）

⑴ 米テキサスでの原発新設

東芝、計画とりやめ発表

⑵ 東芝は３１日、米テキサス州での原発の新設計画をとりやめると発表した。

子会社だった米原発大手ウェスチングハウス（ＷＨ）が昨年３月に経営破綻

したのを機に、海外での原発新設から撤退する方針に転じ、計画の見直しを

進めていた。

東芝本体が２００９年、米テキサス州で米電力会社などから原発２基を受

注した。だが、電力価格の下落や、１１年の東京電力福島第一原発事故後に

安全基準が強化されたことによる建設費の高騰で、採算をとるのが難しくな

り、着手を見合わせていた。

⑶ 電力需要の落ち込みや建設費用の増大、再生可能エネルギーのコスト低下

で、世界的にも原発建設は下火になっていること。

70 平成３０年６月７日 福井新聞（甲Ｇ３３７）

⑴ 原発再稼働の自治体同意

立地，同列扱いに抵抗感 国，幅広い理解得る努力を

⑵ 全国の原発３０キロ圏の自治体アンケートで，再稼働を巡る事前同意の対

象を立地自治体に限定したこれまでの方式に周辺自治体の多くが強い不満を

持っている実態が浮かび上がった。原発を動かす際には周辺自治体の意見を

十分くみ取る仕組みの整備が国には求められる。

東京電力福島第１原発事故では放射性物質が広範囲に拡散し，原発から３
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０キロ以上離れた福島県飯舘村も全村避難を強いられた。事故に備えた住民

避難計画の策定が義務付けられる範囲は第１原発事故後，全国の原発で１０

キロ圏から３０キロ圏に拡大された。

しかし周辺自治体は防災整備という「義務」をおわされたものの，再稼働

の判断という「権利」は与えられないままだ。

⑶ 原発事故の被害は立地自治体だけでなく広範な範囲に広がることからすれ

ば、周辺の自治体の同意権は当然であること、またそれだけ周辺自治体は原

発に対して不安を持っていること。

71 平成３０年６月９日 福井新聞（甲Ｇ３３８）

⑴ 関電高浜原発 予備変圧器警報鳴る

３号機営業運転影響なし

⑵ 関西電力は８日，高浜原発構内にある３，４号機の外部から受電している

予備変圧器の異常を示す警報が鳴り使えなくなったとして，保安規定で定め

る「運転上の制限の逸脱」と判断したと発表した。原因は調査中。

⑶ 高浜原発３号機の予備変圧器に異常が生じたこと、原発には故障や事故が

つきものであること。

以上


